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令和４年度第１回愛媛県出資法人経営評価専門委員会 議事概要 

 
 日   時   令和４年１０月１４日（金）１５：００～１６：３０ 
 場   所   愛媛県水産会館６階 大会議室 
 出 席 者 
 〔委  員〕  岡本委員長、秋葉委員、宮川委員、石田委員（４名） 

〔事 務 局〕  行財政改革局長、行政管理室長、同室主幹ほか 

  県所管課担当者ほか 
  

 

《 開 会 》 

 

○ 行財政改革局長あいさつ 

 

○ 委員長あいさつ 

 

○  議 事  

（１）令和４年度の経営評価の進め方等について 

（２）各県出資法人の令和３年度の取組状況を踏まえた令和４年度自己

点検評価（１次評価）結果等について 

 

【岡本委員長】 

  それでは、議事に入らせていただきます。 

  今回は、今年度最初の委員会ですので、令和４年度の経営評価の進め方等につい

て、事務局から説明をお願いします。 

 

【事務局】 

  それでは、令和４年度の経営評価の進め方等について説明させていただきます。 

 

－ 事務局説明 － 

 

【岡本委員長】 

  ただいまの説明につきまして、各委員から何か御意見や確認事項等がございまし

たらお願いします。 



2 
 

【各委員】 

  （意見等なし） 

 

【岡本委員長】 

  それでは、事務局の説明どおりに経営評価を進めていくこととさせていただきま

す。 

  次に、各県出資法人の令和３年度の取組み状況を踏まえた４年度自己点検評価

（１次評価）結果等について、事務局から説明をお願いします。 

 

【事務局】 

  それでは、令和３年度事業における県出資法人の経営状況等について説明させて

いただきます。 

 

－ 事務局説明 － 

 

【岡本委員長】 

  ありがとうございました。 

事務局からの説明につきまして、各委員からお気付きの点がありましたら、御発

言をお願いします。 

 

【宮川委員】 

愛媛県文化振興財団の実施事業評価表について、施設管理事業費の公益目的事業

分は、増減率が約 43％と大幅増となっていますが、収益事業分では約 25％の減と

なっています。どのような理由によるものでしょうか。 

また、文化振興事業の経常収益の増減理由が、受取寄附金の減少と記載されてい

ます。受取寄附金だけで運営している事業ではないと思いますが、記載の理由は何

でしょうか。 

 

【所管課（文化振興課）】 

法人に確認して後日回答します。 

 

【宮川委員】 

愛媛県廃棄物処理センターの法人所管課による１次評価において、施設の解体撤

去や借入金の返済、国の補助金返還等に必要な経費約 46.3 億円を県と東予５市町

が応分の負担をすると記載されていますが、財務状況の資産の欄には 46.3 億円が

記載されていません。これは、今年度の終了を目指して、（各市町に）御負担をいた

だき費用に充てていくという理解でよろしいでしょうか。 
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【所管課（循環型社会推進課）】 

  愛媛県廃棄物処理センターでは、（県・市町等と）協定を締結し、令和元年度から

３年度までの３ヵ年にわたって、借入金の返済、国等への補助金返還や解体撤去工

事等に対する補助を行っています。したがって、国の補助金返還等に必要な経費約

46.3 億円については、令和３年度の資産に一括計上されるのではなく、段階的に計

上されているものです。 

 

【宮川委員】 

解体工事は完了したということでしょうか。 

 

【所管課（循環型社会推進課）】 

  工事及び補助金の措置は完了しています。 

 

【秋葉委員】 

南レク株式会社については、子会社のサンパール観光株式会社の経営状況が継続

的に悪化していたことから、令和２、３年度の２次評価において、サンパール観光

の現状及び今後の見通しを、事業報告書や経営評価検証シートの１次評価に記載す

るよう提案してきました。 

南レク株式会社の令和３年度の決算は黒字になっているものの、子会社のサンパ

ール観光株式会社が、令和４年４月 25 日に破産手続きを開始しており、企業会計

では、子会社の破産は修正後発事象（財務諸表を修正すべき後発事象）にあたるた

め、貸付金 5,900 万円、債務保証１億 1,780 万円などの引当金は今回の決算に反映

される必要があると考えますが、なぜ、反映されていないのでしょうか。 

 

【所管課（都市整備課）】 

法人に確認し、後日、回答いたします。 

 

【秋葉委員】 

要点を整理すると、決算締め前に子会社が破産申請しているが、貸借対照表では、

関係会社株式が１億 3,377 万円計上されたままとなっており、これは全額減損すべ

きです。 

また、関係会社長期貸付金が 5,600 万円、関係会社短期貸付金が 300 万円に対し

て、貸倒引当金の設定が 815 万 4,400 円なので、約 4,800 万円程度は新たに貸倒引

当金の設定をすべきです。また、債務保証が１億 1,780 万円あり、担保に入ってい

る土地を売却した差額を保証債務として返済する考えであると思われますが、老朽

化した施設（ホテル）の解体費用等も必要になるため、債務保証 1 億 1,780 万円の

半分程度は債務保証損失引当金を設定しなければならないと考えられます。 

これらを踏まえると、南レク株式会社の令和３年度の決算は黒字ではなく、２億
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４千万円程度の赤字（損失）になるのではないかと考えます。 

加えて、債務保証１億 1,780 万円については、10 年間程度ずっと利付けされてお

り、これまでも債務保証損失引当金を計上すべきと提案してきましたが、対応され

ておりません。 

 

【宮川委員】 

  えひめ産業振興財団については、毎年赤字が続き心配していたところ、令和３年

度は赤字幅が減少していたことから、経営評価検証シートなどを確認したところ、

２年度と比べ、人件費が 1,600 万円程度減少していました。このことが赤字幅減少

の主な要因でしょうか。 

 

【所管課（産業創出課）】 

  当該団体については、令和２年度から３年度にかけて赤字幅が 2,600 万円程度圧

縮されています。人件費の減少が赤字圧縮に寄与した一面はあるものの、一番の要

因としては、全国商工会連合会から補助金を受けて、年度（２年度から３年度）を

跨いで行った事業について、３年度に２年度分もまとめて補助金の支払いを受けた

ことにより、２年度分の支出（約 700 万円）が赤字計上される代わりに、３年度に

２年度分の補助金が上乗せされ、約 1,400 万円の黒字決算となっていることによる

ものです。 

 

【宮川委員】 

  引き続き、人件費の削減に取り組んでください。 

また、先ほど秋葉委員が指摘された南レク株式会社の決算については、私も同意

見です。公益性が高い法人については、会計年度中に発生した事象ではないとして

も、決算締めまでに起こった事象については、当然、決算に反映させるべきと考え

るので、反映しなかった理由を聞いてみたいと思います。 

 

【石田委員】 

 松山観光港ターミナル株式会社については、昨年度のヒアリングや２次評価で、

新型コロナウイルス感染症の影響が懸念されますが、事業者・地域との連携や、Ｓ

ＮＳなどを活用した効果的な情報発信に努め、利用者の増加に向けて取り組むよう

提案しました。 

法人所管課による 1 次評価では、サイクルオアシスの登録などの取組みは確認で

きるものの、売り上げにはつながっていないように思われますが、新たな取組みに

よる効果（変化）はあったのでしょうか。 

次に、全般的な話になりますが、公益法人について、公益性が求められることは

理解していますが、収入が増えた以上に経費が増えることもあるのでしょうか。 

 



5 
 

【事務局】 

松山観光港ターミナル株式会社の所管課である港湾海岸課が、本日は所用により

欠席しており、回答は後日になりますが、駐車場収入がコロナウイルス前に比べ減

収となっており、まだ回復していないことが赤字の要因と考えられます。 

また、昨年度のヒアリング時にあった委員からの意見等を踏まえて行った新たな

取組み等により、どのような効果があったかについては、法人所管課を通じて確認

します。 

なお、公益法人の収支の状況については、確認の上、後日回答します。 

 

【岡本委員長】 

  公益法人えひめ海づくり基金について、各事業に設定した成果指標の選定理由が

「事業の主目的であるため」とありますが、選定の理由とはいえないため、修正が

必要ではないでしょうか。 

 

【事務局（行政管理室）】 

  資料を修正いたします。 

 

【岡本委員長】 

  公益財団法人愛媛県国際交流協会について、国際交流センターの建物は、仮設建

物であったと記憶していますが、固定負債の増減理由欄に国際交流センター建物の

賃貸借契約が譲渡特約付となった旨の記載があります。仮設建物からの移転等につ

いて、現状はどうなっているのでしょうか。 

 

【所管課（観光国際課）】 

国際交流センターの仮設建物からの移転については、関係機関と協議・調整中で、

まだ方向性が決まっておらず、令和３年度に仮設建物の屋根や外壁の修繕工事を行

いました。また、仮設建物は県国際交流協会がリース会社と令和５年度まで賃貸借

を行い、以降は同建物の所有権を県国際交流協会へ移転する譲渡特約付賃貸借契約

を締結しているため、令和６年度以降の賃料は発生しません。 

 

【岡本委員長】 

他に御意見や御質問等はございませんか。なお、委員からの質問のうち、持ち帰

って確認していただくものについては、後日回答をいただき、これからの経営評価

に反映していきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

その他全体を通して御意見ございませんか。特にないようでしたら、以上で議事

は終了します。 

 

【事務局】 
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  委員の皆様、長時間の御協議大変お疲れ様でした。 

  以上で、令和４年度第１回愛媛県出資法人経営評価専門委員会を終了します。 

 

《 閉 会 》 

 


